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水質異常の影響を受けた水道事業等数の推移

厚生労働省HP（R4年度）より 2



全体目標
サブテーマ１ 非定常状態の汚染について，連続モニタリングの異常検
知の手法検討と化学物質の異常検知の分析手法について検討を行い，関
係者らのネットワークにより情報共有を行う
サブテーマ２ 実際の試料の迅速モニタリングの手法の開発を行う
サブテーマ３ 迅速な影響予測手法の開発とそれらの共有方法の検討を
行う
サブテーマ４ 周辺情報等と統合し，多媒体でのモデル，迅速予測，統
計的な視点からの感度解析，不確実性解析などさまざまな要因の影響を
加味して横断的に統合し，必要な情報の結果を提示するプラットフォー
ムを開発する
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全体目標と目標の達成状況
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全体目標 目標の達成状況

災害・事故に起因する化学物質の異常検知
手法の確立と迅速測定手法の開発を行い、
地方機関と連携した検証を行う。また、河
川および大気に拡散した場合の迅速な影響
予測とその情報共有基盤の開発を行う。

目標を上回る成果をあげた
災害・事故の際の対策の一つとして水質異
常の場合の原因物質を予測する手法を開発
した。関係者らの情報共有によりネット
ワークを強化し，曝露量の推定と影響予測
を可能とする監視手法の最適化及び情報共
有手法を開発し，S-17全体の情報基盤に知
見を掲載することができた。
実際に水質汚染事故が発生した際に水道事
業体や関連機関が迅速に原因を特定して必
要な対応を速やかに取ることができるよう
に，分析方法や定量法の検討を行い，地方
自治体の協力者による試行ができ，当初の
想定よりもこれらの機関との緊密なたネッ
トワークを構築することができした。今後
とも，本研究で開発した手法の普及を図り，
協力体制を構築することで，対応体制の基
盤を強化し，環境汚染の拡大を防止し，水
道等の利用者の安全を確保に資することが
できる。



環境政策等への貢献
• これまでも水道と環境は連携して水質事故等への対応にあたってきたが，一層の連携が重要と
されるところである。 災害・事故に備え，PRTR 施設やその排水口の位置と取水口の位置の関
係性を解析することや，浄水場の連続監視データを用いた水質解析，水質事故時に備えた対応
フローや前処理方法の確立，精密質量 による物質同定方法の確立は，環境政策への貢献度が大
きい。

• 事故時の未知物質の同定など水質事故への対応は，国民的ニーズが極めて高いほか，環境省，
厚生労働省における審議会，委員会等でも議論され，必要性が高い。大気経由の拡散について
もシミュレーションや汚染状況の迅速な把握が必要である。

• 関係者らの情報共有によりネットワークを強化し，曝露量の推定と影響予測を可能とする監視
手法の最適化及び情報共有手法を試行したため，実際に水質汚染事故が発生した際に水道事業
体や環境部局，防災関連機関等が迅速に原因を特定して必要な対応をより速やかに行うことが
できる。本研究で開発した手法の普及を図り，協力体制を構築し，対応体制の基盤を強化する
ことにより，環境汚染拡大防止や安全な水道水の供給，化学物質曝露の低減化につなげること
ができる。

＜行政等が既に活用した成果＞
• 環境省の令和２年度及び３年度災害事故時化学物質漏洩流出対応検討会
• 「自治体環境部局における化学物質に係る災害・事故対応マニュアル策定の手引きの作成」
• 日本水道協会発行「水質異常の監視・対策指針2019」の内容に寄与

＜行政等が活用することが見込まれる成果＞
• 本研究で構築した情報プラットフォームにおける排出源情報と取水口の関係，水質異常時の物
質の同定方法，浄水処理性に関する情報は，今後水質事故事例の解析などに活用されることが
見込まれる。 5



サブテーマ１目標 目標の達成状況

●水道の上流の施設等を把握し、報告されている
排出先と実際の一致について解析し、取水口の位
置と合わせ水質異常の監視に適した地点を抽出す
る。
●連続監視データの解析を行い異常検知方法の開
発を行う。
●自然災害等による化学物質の放出の事例等を参
考にして事故に対する対応フローを提案する。
●水質異常時の精密質量分析を用いた物質同定手
法を提案し、優先度の高い化学物質を用いて検証
を行う。

目標を上回る成果をあげた
淀川水系内に存在するPRTR届出事業所2424事
業所のうち，報告された下水道終末処理施設の名
称と国環研が作成した下水道DBとの関連付けを
行うと，18事業所で報告されている下水道施設が
異なる場合があった。サブテーマ4の統合プラッ
トフォームに表示させることができた。
厚生労働省や水道関係者等の情報から化学物質
の事故に関する事例の収集を行った。
浄水場の浄水工程における約10年分の3000項
目余りの毎分データ全約70GBを収集し，解析し
た。天候が一定時間後の水質に影響することなど
が解明された。
事故時のフローの作成を行った。水質異常時の
物質が不明時のデータを用い，精密質量分析を用
いた物質同定，構造と分析感度等について検討を
実施した。候補物質の分子式，可能性の高い構造
の同定に至ることができた。
文献等にある情報を収集するとともに水道事業
体等と協力して浄水処理性に関する情報を収集検
討し，情報共有を行うことができた。

サブテーマ1 異常検知と影響予測に関する研究
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（国立保健医療科学院・芝浦工業大学・京都大学・大阪市水道局）



サブテーマ1 異常検知と影響予測に関する研究
１．異常検知と化学物質の分析手法について検討結果
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C7H5ClO3(模擬汚染物質
の元素比と一致) 

28 (V lc lot)

A浄水場原水での検出物質濃度の推移

模擬汚染物質の自動検知の様子（左：検出結果；右，そのピーク強度比とp値）

2-Methoxy-3,5-dimethylpyrazine（MDMP）の
MS/MSスペクトル帰属例

水質事故の汚染源情報，物質
同定の有無による対応フロー
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６月は総濃度が
1 μg/L以上

1回以上、5 ng/L以
上で検出：71
検出回数が3～5回で、
最大濃度が100 
ng/L以上：
Boscalid、
Bromobutide、
Flutolanil、
Metolachlor、
Tolclofos-methyl、
Caffeine、
Bentazon、
Sucralose

（国立保健医療科学院・芝浦工業大学・京都大学・大阪市水道局）

事故時のフローの作成を行った。水質異常時の物質が不明時のデータを用い，精
密質量分析を用いた物質同定，構造と分析感度等について検討を実施した。候補
物質の分子式，可能性の高い構造の同定に至ることができた。



これらで検出された物質は0.1 mg/Lの濃度*においても検出されており
これは水質事故発生時の環境水中における濃度レンジに該当

環境水中の特定の化学物質の流出を
ノンターゲット分析で検出できる可能性が示された

1. ネガティブモードにおいてフェノール類の検出率が高い
2. ポジティブモードにおいてアミン，アミド類の検出率が高い
3. フェノールを除く芳香族類はAPCI法で検出率が高い

* 厚生労働省，平成 24 年 5 月に発生した利根川水系における水質事故

サブテーマ1 異常検知と影響予測に関する研究
2. 物質構造とイオン化法による検出感度比較
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サブテーマ２目標 目標の達成状況

●水質汚染事故発生時には即座に濃度把握が必
要となることから，事故発生時に迅速にデータ
を得られる分析法を開発する。
●具体的には，公定法よりも迅速（～1時間以
内）に採水現場において測定が可能な簡易分析
法と，標準物質を必要とせず広範囲の物質を分
析可能なGC/MSスクリーニング分析法について
検討する。
●これらの水質の迅速モニタリング手法の開発
と普及により，水質検査・監視のネットワーク
を構築する。

目標どおりの成果をあげた
簡易分析法の検討に関しては，ホルムアルデヒ
ド，陰イオン界面活性剤8種を対象に，簡易分析
法による定量精度について検討し，市販の測定
器を用いた場合は濃度が過大評価となる可能性
もあったが，迅速・簡便な方法として有用であ
ることが示された。スクリーニング分析法の検
討に関しては複数の装置により作成した検量線
および定量値の誤差について評価した結果，異
なる装置で作成した検量線を用いた場合も，対
象物質の多くを5倍以内の誤差で定量できること
が示された。
水質検査・監視のネットワーク構築に関して
は，実試料を用いたバリデーション試験によ
り，機関による定性・定量結果の違いを検証
し，バリデーション試験を繰り返し行い，解析
者のトレーニングを行うことにより，各農薬の
定量下限の2倍以上であれば解析者の判断はほぼ
一致することが示された。
実際のこれらの検討を通じ，水道事業体，地方
衛生研究所関係者，分析機器メーカーの有力な
ネットワークが構築された。

サブテーマ2 水質事故迅速モニタリング手法の開発と拡充
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（国立医薬品食品衛生研究所）



サブテーマ2 水質事故迅速モニタリング手法の開発と拡充
1. 簡易分析法の検討

公定法よりも迅速（～1時間以内）に，採水現場において測定が可能な方法を検討
ホルムアルデヒド，陰イオン界面活性剤の簡易分析法について検討
水道水にホルムアルデヒドを水質基準（0.08 mg/L）になるよう添加した試料を調製し，各試験法5試料ずつ試
験を実施

告示法が真度・精度ともに最も良好であったが，MBTH，アセチルアセトン，AHMT吸光光度法も概ね良好な結
果

水質事故時における最も迅速・簡便な方法として，簡易分析法は有用であることが示された
分析法 反応試薬 機器 時間

告示法
（溶媒抽出-誘導体
化-GC-MS法）

ペンタフルオロベンジルヒ
ドロキシルアミン
（PFBOA）

GC-MS 半日

MBTH吸光光度法 3-メチル-2-ベンゾチアゾリ
ノンヒドラゾン（MBTH） 吸光光度計 数十分

アセチルアセトン
吸光光度法

アセチルアセトン 吸光光度計 数十分

AHMT吸光光度法
4-アミノ-3-ヒドラジノ-5-メ
ルカプト-1,2,4-トリアゾー

ル（AHMT）
吸光光度計 数十分

パックテスト
（WAK-FOR）

3-メチル-2-ベンゾチアゾリ
ノンヒドラゾン（MBTH）

標準色と比較

（吸光光度
計）

数分

真度（%)
0 50 100 150 200

パックテスト（WAK-FOR）

AHMT吸光光度法

アセチルアセトン吸光光度法

MBTH吸光光度法

告示法

10迅速分析法の精度



サブテーマ2 水質事故迅速モニタリング手法の開発と拡充
2. 水質検査・監視のネットワーク構築①

水質事故発生時に，地方衛生研究所等の対応に当たる機関で同等の結果が得られるようにする
ため，スクリーニング分析法のバリデーション試験を実施
実試料を用いたバリデーション試験により，機関による定性・定量結果の違いを検証

データ解析結果

島津製GC-MS

標準液の測定データ

データベース

検量線保持指標（RI）
マススペクトル
イオン強度比

島津製 解析ソフト
Labsolution Insight

定性 定量

日本電子製GC-MS

標準液の測定データ

データベース

検量線保持指標（RI）
マススペクトル
イオン強度比

日本電子製 解析ソフト
Escrime
定性 定量

アジレント製GC-MS

標準液の測定データ

データベース

検量線保持指標（RI）
マススペクトル
イオン強度比

アジレント製 解析ソフト
MassHunter

定性 定量

データ解析結果 データ解析結果

実試料の測定データ（クロマトグラム）

比較 比較
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サブテーマ2 水質事故迅速モニタリング手法の開発と拡充
3. 水質検査・監視のネットワーク構築②

各解析者の報告結果は検出農薬数にばらつきが大きかったが，定量下限値と誤同定を修正した
結果，検出・不検出の判断はほぼ一致

解析者のトレーニングを行うことにより，異なる解析者（機関）でも同じ結果が得られるよう
になった

水質汚染事故発生時に，全国の衛生研究所等と連携して対応に当たる体制の基盤が構築できた

検
出
農
薬
数
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サブテーマ３目標 目標の達成状況

●事故や災害による事故的排出の代表的な汚染
物質排出シナリオを明確化し，迅速予測に必要
な情報を整備する。
●大気汚染について，汚染影響範囲の迅速な判
断に資するモデルについて最適な時空間解像度
を検討し，特徴的な物性を持つ物質について大
気中濃度を予測する。
●水域汚染についても同様の時空間解像度と物
性に対応した移流拡散モデルを設定し，迅速な
水中濃度予測手法を開発する。

目標どおりの成果をあげた
災害・事故時の大気及び河川における拡散予測
手法を開発するため，大気および水域における
化学物質の排出シナリオを作成した。漏洩流出
事故データの解析を行い，代表的な化学物質の
非定常排出時における平均およびワーストケー
スの漏洩規模を特定した。
大気は，既存の拡散モデルの時空間解像度を検
討して適用可能なモデルを特定した。そのモデ
ルを用いて，具体的な漏洩条件（排出シナリオ，
気象状況）に対応した大気拡散解析をアンモニ
ア，塩素，揮発性有機化学物質（VOC）につい
て実施した。これらを取りまとめて急性影響閾
値を超過する範囲を示す早見表を作成した。
水域は産総研の河川モデルを改良し，平常時だ
けではなく雨天時や集中豪雨時の時間的空間的
な流下状況も把握可能とした。全国河川を流域
面積や流量で類型化し，流域規模が異なる代表
的な3水系について事故発生地点，気象状況，排
出量，物性の異なるシナリオで拡散状況を解析
し，これらを要因とする暴露濃度の変化を定量
的に示したほか，早見表をクロロホルムについ
て作成した。

サブテーマ3 災害・事故事象に対応する迅速拡散予測手法の開発
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サブテーマ3 災害・事故事象による化学物質の大気・水域拡散予測手法の開発
1. 排出シナリオの作成

目標：事故や災害による事故的排出の代表的な汚染物質排出シナリオを明確化し、迅速予測に
必要な情報を整備する。

災害・事故時の大気及び河川における拡散予測手法を開発するため、大気および水域における
化学物質の排出シナリオを作成した。漏洩流出事故データの解析を行い、代表的な化学物質の
非定常排出時における平均およびワーストケースの漏洩規模を特定した。

項目 大気 水域

場所  事業所、場所を特
定しない

 対象水系を類型化

排出
経路

 気体・エアロゾル
としての挙動、防
液堤等からの蒸発
後の大気中での移
流拡散

 河川へ流出後の水中
での移流拡散

解析
条件

 風速、大気安定度  晴天時・雨天時・集
中豪雨時

解析
のア
ウト
プッ
ト

 大気中濃度
 急性毒性クライテ
リアを考慮して、
避難すべき距離範
囲を早見表で示す

 河川中濃度
 河川水の水質基準・
環境基準超過の時間
帯と距離範囲を早見
表で示す

排出シナリオ 事故情報データベースによる
事故1件あたりの化学物質

漏洩量分布
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サブテーマ3 災害・事故事象による化学物質の大気・水域拡散予測手法の開発
2. 大気シミュレーション

目標：大気汚染について、汚染影響範囲の迅速な判断に資するモデルについて最適な時空間解
像度を検討し、特徴的な物性を持つ物質について大気中濃度を予測する。

既存の拡散モデルの時空間解像度を検討して適用可能な定常モデルを特定した。そのモデルを
用いて、具体的な漏洩条件（排出シナリオ、気象状況）に対応した大気拡散解析をアンモニ
ア、塩素、揮発性有機化学物質（VOC）について実施した。これらを取りまとめて急性影響閾
値を超過する範囲を示す早見表を作成した。

AEGL2を超える風下方向の距離[m]：トルエン

橙色：距離が200m以上となる条件。一般家屋が200m離れて存在すると想定。

大気安定度 D（昼間，曇天時） F（夜間等）
風速 1.5 [m/s] 3 [m/s] 1.5 [m/s] 3 [m/s]
流出時間[分]
流出速度 [kg/s]

10 60 10 60 10 60 10 60

2 2 8 1 2 14 21 12 19
4 14 24 2 3 19 30 16 26
6 18 31 2 3 23 37 19 32
8 22 36 2 4 26 42 22 37
10 24 40 3 4 29 48 25 41
20 38 59 30 50 41 66 34 57
40 53 77 42 71 58 90 49 82
60 64 90 52 87 70 110 60 100
80 73 100 60 100 81 120 69 110
100 80 110 68 110 90 130 77 130
200 100 130 94 140 120 160 110 170
400 130 170 130 190 160 200 150 230
600 150 190 160 220 180 240 180 270
800 170 230 180 240 200 260 210 310
1,000 190 240 200 270 240 280 240 340

VOCの拡散予測と早見表作成

 排出時間10分、60分のタンクからの定常漏洩と
し、排出速度を0.2-1000 kg/sと変化させた。

 濃度推定には米国のCANARY ver.4.6を使用。
 事故時の対策（避難等）の迅速な判断が可能。

AEGL2：これ以上で、回復不能又は重篤な健康影響が長期間持続す
る、あるいは避難の能力が低下し始める濃度。トルエンの場合、10
分値1,400ppm、60分値560ppm。 15

拡散濃度分布および早見表
をサブテーマ4の統合プラッ
トフォームに掲載

トルエンがタンクから200 kg/s
で60分排出した場合（大気安定
度D、風速3 m/s）の濃度分布



サブテーマ3 災害・事故事象による化学物質の大気・水域拡散予測手法の開発
3. 水域シミュレーション

目標：水域汚染についても同様の時空間解像度と物性に対応した移流拡散モデルを設定し、迅
速な水中濃度予測手法を開発する。

産総研の河川モデルを改良して、平常時だけではなく雨天時や集中豪雨時の時間的空間的な流
下状況も把握可能とした。全国河川を流域面積や流量で類型化し、流域規模が異なる代表的な3
水系について事故発生地点、気象状況、排出量、物性の異なるシナリオで拡散状況を解析し、
これらを要因とする暴露濃度の変化を定量的に示したほか、クロロホルムについて早見表を作
成した。

早見表の類型化
 事故発生地点の河床勾配と集水面積を両軸とし
て、晴天時・雨天時・集中豪雨時の拡散予測を１
つの早見表に表示した。

 河床勾配が大きい上流ほど化学物質の流下速度が
速く、流下時間は短くなる傾向

 集水面積が小さいほど気象条件による差が小さい
傾向

晴天時・雨天時・集中豪雨時の拡散を示す早見表
（クロロホルムの例）

濃度分布および早見表
をサブテーマ4の統合プ
ラットフォームに掲載

日光川上流
で晴天時に
クロロホル
ムが瞬時に
1t流出した
場合の14
時間後の濃
度分布
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サブテーマ４目標 目標の達成状況

●多媒体でのモデル、迅速予測、統計的な視点
からの感度解析、不確実性解析などさまざまな
要因影響を加味して横断的に統合し、必要な情
報の結果を提示するプラットフォームを構築す
る。

目標を上回る成果をあげた
迅速予測手法の統合プラットフォームのプロト
タイププログラムを製作し，化学物質の空間拡
散事故を想定した人への曝露量推計方法と評価
についての基礎的な検討を行った。事故対応を
想定した地理情報システム，物質濃度推計ツー
ル，健康影響情報検索ツール，曝露量推計ツー
ルの実装について検討を行った。その他の情報
との統合，曝露量推計ツールの検討を行い，行
政担当者らを対象に試行を行った。
化学物質の健康影響データベースの一部の日本
語化を行った。
迅速予測手法の統合プラットフォームの拡充を
行い，他のサブテーマの成果などと連携のため
のデータ入出力，河川流出マッピング，シミュ
レーション機能，日本語環境での化学物質・健
康影響情報検索ツール，濃度・暴露時間・活動
強度に応じた曝露量推計視覚化ツールを開発し
た。最終年度において他のサブテーマの情報の
連携機能を実装し，全体の情報基盤への組み込
み体制を整え，実務者らの試行により当初目標
を上回る改善を行うことができた。

サブテーマ４ 迅速予測手法の統合プラットフォームの開発
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●立ち上げてすぐに様々なツールを利用できるアプリケーション
 化学物質の拡散状況が地理空間情報とともに表示できる
 人口等の関連情報を重ねて地図による視覚化できる
 人への健康影響を検索・把握できる
 無償で簡単な操作で実行できる

行政等での初期対応を支援する迅速対応統合プラットフォーム

サブテーマ4 迅速予測手法の統合プラットフォームの開発
１．基本的な考え方，基盤地図

 スタンドアロン版に加えWeb版を開発
 基盤地図，大気拡散・水域流出マッピング，
健康影響情報，曝露量推計

 他のサブテーマ情報との連携
• ファイルのインポート・エクスポート
• 位置情報等によるリンク

• PRTR事業所（種別），津波想定区域，
排水口，大気環境測定局，浄水場，取
水口，病院，学校など様々なデータを
地図とともに表示

• 外部のGISデータ（他サブテーマの結果
等）も取込可能 18



サブテーマ４ 迅速予測手法の統合プラットフォームの開発
２．大気拡散マッピング

• 任意の観測点のデータか
ら大まかな空間補間を実
行（事故時，実際のデー
タの表示に有効）

• アニメーション表示

 簡単なデータ形式
 欠測値にも対応

19



• 河川水中の濃度や経時変化
を推計

• 給水区域を概算できる
• 人口等の情報を重ねて影響
範囲を把握できる

サブテーマ４ 迅速予測手法の統合プラットフォームの開発
３．水域流出マッピング（河川）

20



サブテーマ４ 迅速予測手法の統合プラットフォームの開発
４．水域流出マッピング（河川・地下水）

• 観測値の情報とともに，モデルを用いた推計値，感度解析による
シミュレーションを実行可能

• 地下水については、物質排出量、漏洩源・流下方向・地盤物性値等の
パラメータに基づき、地下水中の物質移行を推計・表示 21



サブテーマ４ 迅速予測手法の統合プラットフォームの開発
５．健康影響データベース・曝露量推計ツール

• 化学物質の人への曝露量を迅速に推計
• 性・年齢の別、活動量を考慮
• 数理モデルについての説明も日本語説明も追加

• 化学物質名および症状から検索
• 疫学データとの連携

S-17-1情報
基盤との連携 22
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汚染源・物質情報の有無による対応の違い

24
汚染物質情報なし

レベル１
汚染源情報あり
汚染物質情報あり
→浄水処理性
→毒性情報評価

レベル２
汚染源情報あり
汚染物質情報なし
→物質同定の必要
浄水処理性・
毒性情報収集

レベル３
汚染源情報なし
→排出源探索
汚染物質情報あり
→浄水処理性・
毒性情報評価

レベル４
汚染源情報なし
→排出源探索
汚染物質情報なし
→物質同定の必要
浄水処理性・
毒性情報収集

汚染源情報あり汚染源情報なし

汚染物質情報あり

●原因物質・排出源が
不明な場合、対策にか
かる時間が不明
●危機管理体制が確立
できない


